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告 示

�愛媛県告示第８７３号
愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第３８号）

第３条第１項の規定により、令和３年６月１１日次のとおり愛媛県県

税証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更を許可した。

令和３年６月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第８７４号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の３第３項の規定により公告する。

令和３年６月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第８７５号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

令和３年６月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除予定保安林の所在場所

上浮穴郡�万高原町西谷字横野８１０７の６から８１０７の１２まで、８１
０９の２、８１０９の３

２ 保安林として指定された目的

公衆の保健

３ 解除の理由

道路用地とするため

発 行 愛 媛 県
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指定

番号

売りさばき人

氏 名

変 更 事 項

新 旧

２１ 一般社団法人
愛媛県猟友会
松山支部
支部長
尾形 節夫

１ 代表者氏名
尾形 節夫

１ 代表者氏名
福泉 建一

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ほ場整備事業 内子地区
（内子町） 令和３年５月２４日

農業用道路整備事業 内子地区
（内子町） 平成２９年１月１０日

毎週（火・金）曜日発行 第２１８号 令和３年６月２５日

令和３年６月２５日金曜日 第２１８号



愛 媛 県 報令和３年６月２５日 第２１８号

９２０

�愛媛県告示第８７６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定に基づ

き、西条都市計画下水道事業西条公共下水道（西条市施行）の事業

計画の変更を次のように認可した。

令和３年６月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 事業施行期間

昭和５０年１月１０日から

令和６年３月３１日まで

２ 事業地

� 収用の部分

変更なし

� 使用の部分

変更なし

�������
�愛媛県告示第８７７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

西条市河原津土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和３年６月２５日

愛媛県東予地方局長 末 永 洋 一

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第８７８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

西条市三芳土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

令和３年６月２５日

愛媛県東予地方局長 末 永 洋 一

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第８７９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

西条市吉岡土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

令和３年６月２５日

愛媛県東予地方局長 末 永 洋 一

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 丹 幸 大 西条市河原津新田甲１２１番地１０

〃 丹 勤 西条市河原津新田甲１２１番地９

〃 丹 勝 幸 西条市河原津新田甲１２１番地３

〃 伊 藤 武 美 西条市河原津新田甲１２１番地１

〃 酒 井 仁 志 西条市河原津新田甲２８６番地２

監 事 酒 井 睦 雄 西条市河原津新田甲１２１番地８

〃 伊 藤 澄 勇 西条市河原津新田甲１２１番地６

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 丹 幸 大 西条市河原津新田甲１２１番地１０

〃 丹 勤 西条市河原津新田甲１２１番地９

〃 丹 勝 幸 西条市河原津新田甲１２１番地３

〃 丹 省 吾 西条市河原津新田甲２８６番地１

〃 酒 井 仁 志 西条市河原津新田甲２８６番地２

監 事 酒 井 睦 雄 西条市河原津新田甲１２１番地８

〃 伊 藤 澄 勇 西条市河原津新田甲１２１番地６

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 垂 水 � 明 西条市三芳８７９番地１

〃 莖 田 常 秋 西条市三芳１９８０番地

〃 日和佐 廣 昭 西条市三芳１０８４番地

〃 曾 我 良 男 西条市三芳１５５５番地１

〃 内 藤 一 行 西条市三芳１１５８番地１

〃 行 本 堯 西条市三芳１６１９番地２

〃 高 橋 信 � 西条市三芳１０３９番地

〃 藤 原 和 規 西条市三芳７９２番地

〃 中 西 浩 二 西条市三芳８４５番地

〃 桑 原 茂 樹 西条市三芳１９３１番地

〃 立 野 宜 弘 西条市三芳１２８番地

〃 渡 邊 秀 宜 西条市三芳１７９８番地１１

〃 渡 辺 一 生 西条市三芳１０５２番地２

監 事 山 内 哲 西条市三芳１６３２番地

〃 永 市 正 明 西条市三芳９７０番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 莖 田 元 近 西条市三芳９４７番地２

〃 豊 田 理 雄 西条市三芳２１７０番地

〃 渡 邉 信 義 西条市三芳１７２２番地１

〃 莖 田 常 秋 西条市三芳１９８０番地

〃 垂 水 波四郎 西条市三芳１９８６番地

〃 内 藤 一 行 西条市三芳１１５８番地１

〃 曾 我 良 男 西条市三芳１５５５番地１

〃 日和佐 廣 昭 西条市三芳１０８４番地

〃 垂 水 � 明 西条市三芳８７９番地１

〃 行 本 和 文 西条市三芳１６８８番地２

〃 行 本 堯 西条市三芳１６１９番地２

〃 高 橋 信 � 西条市三芳１０３９番地

〃 川 瀧 信 之 西条市三芳１８１番地２

〃 莖 田 友 茂 西条市三芳１９８１番地

監 事 垂 水 文 孝 西条市三芳９１７番地

〃 立 野 宜 弘 西条市三芳１２８番地

〃 山 内 哲 西条市三芳１６３２番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 山 田 好 一 西条市広岡５６４番地

〃 檜 垣 俊 剛 西条市安用甲３０８番地１

〃 佐々木 功 西条市広岡甲２１２番地２

〃 宮 田 隆 司 西条市上市５６番地

〃 大 西 義 信 西条市安用甲５９８番地



愛 媛 県 報令和３年６月２５日 第２１８号

９２１
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退 任

�������
�愛媛県告示第８８０号
新居浜市中村土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維

持管理）の計画の変更は、適当と認められるので、土地改良法（昭

和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第

６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

令和３年６月２５日

愛媛県東予地方局長 末 永 洋 一

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新居浜市中村土地改良区土地改良事業（維持管理）変更計画

書の写し

� 新居浜市中村土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

令和３年６月３０日から７月２９日まで

３ 縦覧場所

新居浜市役所本庁

�������
�愛媛県告示第８８１号
新居浜市萩生土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維

持管理）の計画の変更は、適当と認められるので、土地改良法（昭

和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第

６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

令和３年６月２５日

愛媛県東予地方局長 末 永 洋 一

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新居浜市萩生土地改良区土地改良事業（維持管理）変更計画

書の写し

� 新居浜市萩生土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

令和３年６月３０日から７月２９日まで

３ 縦覧場所

新居浜市役所本庁

�������
�愛媛県告示第８８３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

松山市南吉田町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

令和３年６月２５日

愛媛県中予地方局長 � 橋 敏 彦

就 任

�愛媛県告示第８８２号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和３年６月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

〃 村 上 和 則 西条市安用甲７４１番地１

監 事 佐々木 俊 隆 西条市上市甲３６４番地

〃 鈴 木 伸 二 西条市新町１４番地２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 山 田 好 一 西条市広岡５６４番地

〃 近 藤 康 夫 西条市上市甲６５６番地

〃 佐々木 功 西条市広岡甲２１２番地２

〃 宮 田 隆 司 西条市上市５６番地

〃 大 西 強 西条市安用５８５番地

〃 村 上 和 則 西条市安用甲７４１番地１

監 事 越 智 健 次 西条市安用甲３０３番地

〃 鎌 田 篤 平 西条市安用出作１３３番地１

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２９）第４６１９号 平成２９年
５月１０日 �篠原鉄筋 篠原 博 新居浜市船木５０９５－１ 令和３年

４月２８日 鉄筋工事業 建設業の廃止

（般－１）第１６５０７号 令和元年
６月８日 カマダ建築設備 鎌田 昌一 今治市矢田乙４０２－１０ 令和３年

４月２８日
土木工事業
管工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１）第９７３５号 令和２年
２月６日 �ケーディーケー 近藤 朝繁 四国中央市中之庄町１３３

－２
令和３年
５月１３日 電気工事業 建設業の廃止

（般－２８）第１１２１５号 平成２８年
８月１６日 和田建築 和田 佳忠 四国中央市豊岡町大町９５

５
令和３年
５月３１日 建築工事業 建設業の廃止

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 高 橋 寛 松山市南吉田町１７７６

〃 木 村 辰 夫 松山市南吉田町１７９６－３

〃 関 谷 清 松山市南吉田町１０５２

〃 藤 内 栄 松山市南吉田町１０５６

〃 関 谷 重 男 松山市南吉田町９１９

〃 鵜 籠 洋 松山市南吉田町９１０

〃 堀 岡 公 男 松山市南吉田町２８０１

〃 新 田 雅 俊 松山市南吉田町１２９５

〃 神 野 吾 松山市南吉田町１５１５

〃 川 � 俊 一 松山市南吉田町１５０２

〃 乗 松 清 高 松山市南吉田町１１１０

〃 玉 矢 啓 介 松山市南吉田町１４１１－１１

〃 高須賀 宏 一 松山市南吉田町３３８－２

監 事 土 屋 博 文 松山市南吉田町１０５０

〃 村 上 壽 松山市南吉田町１８０１

〃 鵜 篭 玉 明 松山市南吉田町１０８４－２
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退 任

�������
�愛媛県告示第８８４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

松山市保免土地改良区の定款の変更を認可した。

令和３年６月２５日

愛媛県中予地方局長 � 橋 敏 彦

�愛媛県告示第８８５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和３年６月２５日

愛媛県中予地方局長 � 橋 敏 彦

�愛媛県告示第８８６号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和３年６月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８８７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和３年６月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 高 橋 寛 松山市南吉田町１７７６

〃 木 村 辰 夫 松山市南吉田町１７９６－３

〃 関 谷 清 松山市南吉田町１０５２

〃 藤 内 栄 松山市南吉田町１０５６

〃 関 谷 重 男 松山市南吉田町９１９

〃 鵜 籠 洋 松山市南吉田町９１０

〃 堀 岡 公 男 松山市南吉田町２８０１

〃 高 本 壽 夫 松山市南吉田町１０９０

〃 神 野 吾 松山市南吉田町１５１５

〃 川 � 俊 一 松山市南吉田町１５０２

〃 乗 松 清 高 松山市南吉田町１１１０

〃 玉 矢 昌 志 松山市南吉田町１２６９

〃 高須賀 宏 一 松山市南吉田町３３８－２

監 事 土 屋 博 文 松山市南吉田町１０５０

〃 村 上 壽 松山市南吉田町１８０１

〃 新 田 雅 俊 松山市南吉田町１２９５

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

３中局建（開）第１７号

令和３年６月１７日
東温市北野田字大地１４０番１

東温市北野田３３３番地１

井 上 洋

井 上 詩 生

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２）第７３１２号 令和２年
９月７日 丸井建設� 丸井 和人 西予市三瓶町朝立３－７

－２
令和３年
５月６日

土木工事業、建築工事業
とび・土工工事業
石工事業、管工事業
鋼構造物工事業
舗装工事業
しゅんせつ工事業
塗装工事業、造園工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１）第１５６５２号 令和元年
１１月５日 奥嶋設備� 奥嶋 茂 八幡浜市１４６９－１０ 令和３年

５月１１日
土木工事業、管工事業
水道施設工事業
消防施設工事業

建設業の廃止

（般－２９）第９６７１号 平成２９年
１１月２７日 �藤原建設 藤原 勲 西予市城川町古市１３７ 令和３年

５月２１日
土木工事業
管工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田河辺大洲線
喜多郡内子町寺村２６５４番２から

同町寺村２６５６番２まで
令和３年６月２５日
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訓 令

�愛媛県訓令第１５号
庁 中 一 般

保 健 所

愛媛県保健所処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和３年６月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県保健所処務規程の一部を改正する訓令

愛媛県保健所処務規程（昭和２６年愛媛県訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第４条、第８条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

別表（第４条、第８条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分 組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

所長 課長 所長 課長

環

境

保

全

課

１ 省略 環

境

保

全

課

１ 省略

２ 大気

汚染防

止 法

（昭和

４３年法

律第９７

号）の

施行に

関する

事務

１ ばい煙発生施設に関するこ

と。

２ 大気

汚染防

止 法

（昭和

４３年法

律第９７

号）の

施行に

関する

事務

１ ばい煙発生施設に関するこ

と。

� 設置の届出の受理（第６条

第１項

）

○ � 設置の届出の受理（第６条

第１項、大気汚染防止法施行

規則（昭和４６年厚生省・通商

産業省令第１号。以下この部

において「省令」という。）

第９条）

○

� 使用の届出の受理（第７条

第１項 ）

○ � 使用の届出の受理（第７条

第１項、省令第９条）

○

� 構造等の変更の届出の受理

（第８条第１項

）

○ � 構造等の変更の届出の受理

（第８条 第１項、省 令 第９

条）

○

�～� 省略 �～� 省略

２ 揮発性有機化合物排出施設に

関すること。

２ 揮発性有機化合物排出施設に

関すること。

� 設置の届出の受理（第１７条

の５第１項

）

○ � 設置の届出の受理（第１７条

の５第１項、省 令 第９条 の

３）

○

� 使用の届出の受理（第１７条

の６第１項

）

○ � 使用の届出の受理（第１７条

の６第１項、省 令 第９条 の

３）

○

� 構造等の変更の届出の受理

（第１７条の７第１項

）

○ � 構造等の変更の届出の受理

（第１７条の７第１項、省令第

９条の３）

○

�～� 省略 �～� 省略

３ 省略 ３ 省略

４ 特定粉じん発生施設に関する

こと。

４ 特定粉じん発生施設に関する

こと。
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� 設置の届出の受理（第１８条

の６第１項

）

○ � 設置の届出の受理（第１８条

の６第１項、省令第１０条の

３）

○

� 構造等の変更の届出の受理

（第１８条の６第３項

）

○ � 構造等の変更の届出の受理

（第１８条の６第３項、省令第

１０条の３）

○

� 使用の届出の受理（第１８条

の７第１項

）

○ � 使用の届出の受理（第１８条

の７第１項、省令第１０条の

３）

○

�～� 省略 �～� 省略

５ 省略 ５ 省略

６ 水銀排出施設に関すること。 ６ 水銀排出施設に関すること。

� 設置の届出の受理（第１８条

の２８第１項

）

○ � 設置の届出の受理（第１８条

の２８第１項、省令第１０条の

６）

○

� 使用の届出の受理（第１８条

の２９第１項

）

○ � 使用の届出の受理（第１８条

の２９第１項、省令第１０条の

６）

○

� 構造等の変更の届出の受理

（第１８条の３０第１項

）

○ � 構造等の変更の届出の受理

（第１８条の３０第１項、省令第

１０条の６）

○

�～� 省略 �～� 省略

７・８ 省略 ７・８ 省略

３ 省略 ３ 省略

４ 水質

汚濁防

止 法

（昭和

４５年法

律 第

１３８

号）の

施行に

関する

事務

１ 特定施設等に関すること。 ４ 水質

汚濁防

止 法

（昭和

４５年法

律 第

１３８

号）の

施行に

関する

事務

１ 特定施設等に関すること。

� 特定施設の設置の届出の受

理（第５条第１項

）

○ � 特定施設の設置の届出の受

理（第５条第１項、水質汚濁

防止法施行規則（昭和４６年総

理府・通商産業省令第２号。

以下この部において「省令」

という。）第６条）

○

� 有害物質使用特定施設等の

設置の届出の受理（第５条第

２項、第３項 ）

○ � 有害物質使用特定施設等の

設置の届出の受理（第５条第

２項、第３項、省令第６条）

○

�～� 省略 �～� 省略

� 構造等の変更の届出の受理

（第７条 ）

○ � 構造等の変更の届出の受理

（第７条、省令第６条）

○

	～
 省略 	～
 省略

２～１１ 省略 ２～１１ 省略

５～８

省略

５～８

省略

９ ダイ

オキシ

ン類対

策特別

措置法

（平成

１１年法

律 第

１ ダイオキシン類の排出の規制

に関すること。

９ ダイ

オキシ

ン類対

策特別

措置法

（平成

１１年法

律 第

１ ダイオキシン類の排出の規制

に関すること。

� 特定施設の設置の届出の受

理（第１２条第１項

）

○ � 特定施設の設置の届出の受

理（第１２条第１項、ダイオキ

シン類対策特別措置法施行規

則（平 成１１年 総 理 府 令 第６７

号。以下この項において「省

令」という。）第５条）

○
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公 告

�公 告

登録販売者試験の実施について

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する

法律（昭和３５年法律第１４５号）第３６条の８第１項の規定により、令

和３年登録販売者試験を次のとおり実施する。

令和３年６月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の日時

令和３年１１月９日（火）午前１０時

２ 試験の場所

愛媛国際貿易センター 愛媛県松山市大可賀二丁目１番２８号

ただし、受験申込者が多数の場合は、他の会場においても実施

することがある。

３ 受験申請書の提出期間

令和３年８月２日（月）から１７日（火）まで

４ 受験申請書の提出先

住所地を管轄する保健所（松山市の区域にあっては、中予保健

所）とする。

�������
�公 告

争議行為の通知の公表について

全国一般愛媛地方労働組合執行委員長玉井博司から次のとおり争

議行為を行う旨の通知が令和３年６月１１日あったので公表する。

令和３年６月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 事件 令和３年度夏季一時金に関する事項

２ 日時 令和３年６月２６日正午以降本問題が完全解決に至る間

３ 場所

法 人 名 所 在 地

一般財団法人 創精会 松山市美沢１－１０－３８

４ 概要 前記記載の場所においてあらゆる形の争議行為を単独ま

たは併用して実施する。

�������
�公 告

愛媛県立農業大学校入学試験の実施について

令和４年度愛媛県立農業大学校入学試験を次のとおり実施する。

令和３年６月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入学試験の区分

総合農学科及びアグリビジネス科

２ 入学試験の期日

� 総合農学科

ア 推薦入学試験

令和３年１０月７日（木） 学科試験及び面接試験

イ 一般入学試験（１次募集）

令和４年１月２０日（木） 学科試験及び面接試験

ウ 一般入学試験（２次募集）。ただし、１次募集で定員に満

たない場合のみ実施する。

令和４年３月３日（木） 学科試験及び面接試験

� アグリビジネス科

ア 入学試験（１次募集）

令和３年１０月７日（木） 学科試験及び面接試験

イ 入学試験（２次募集）。ただし、１次募集で定員に満たな

い場合のみ実施する。

令和４年１月２０日（木） 学科試験及び面接試験

３ 入学試験の場所

松山市下伊台町１５５３番地

愛媛県立農業大学校

４ 募集人員、修業年限及び受験資格

� 総合農学科

コース 修業年限 募集人員

農産園芸コース

果 樹 コ ー ス ２年 ５５人

畜 産 コ ー ス

受験資格

次のいずれかに該当する者
� 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による高等学校又は
中等教育学校を卒業した者（令和４年３月に卒業見込みの
者を含む。）

� �に掲げる者のほか、知事がこれらの者と同等以上の学
力を有すると認めた者

� アグリビジネス科

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

１０５

号）の

施行に

関する

事務

� 省略 １０５

号）の

施行に

関する

事務

� 省略

� 特定施設の構造等の変更の

届出の受理（第１４条第１項

）

○ � 特定施設の構造等の変更の

届出の受理（第１４条第１項、

省令第５条）

○

�～� 省略 �～� 省略

２～５ 省略 ２～５ 省略

１０～１７

省略

１０～１７

省略

備考 省略 備考 省略
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コース 修業年限 募集人員

農業経営者養成コース １年 ５人

受験資格

次のいずれかに該当する者
� 学校教育法による大学を卒業した者（令和４年３月に卒
業見込みの者を含む。）又は同法による専門職大学の前期
課程を修了した者（令和４年３月に修了見込みの者を含む。）

� 学校教育法による高等専門学校を卒業した者（令和４年
３月に卒業見込みの者を含む。）

� 学校教育法による専修学校の専門課程（修業年限が２年
以上のものに限る。）を修了した者（令和４年３月に修了
見込みの者を含む。）

� 学校教育法による高等学校又は中等教育学校を卒業した
者であって２年以上の就業経験を有するもの

� 都道府県立農業者研修教育施設養成部門（農林水産大臣
と協議して設置されたものに限る。）を卒業した者（令和
４年３月に卒業見込みの者を含む。）

� �から�までに掲げる者のほか、知事がこれらの者と同
等以上の能力を有すると認めた者

５ 学科試験科目

� 総合農学科

ア 推薦入学試験

小論文

イ 一般入学試験（１次募集）

国語（古典及び古典講読を除く。）及び一般教養（数学及

び理科）

ウ 一般入学試験（２次募集）（実施する場合）

国語（古典及び古典講読を除く。）及び一般教養（数学及

び理科）

� アグリビジネス科

ア 入学試験（１次募集）

小論文

イ 入学試験（２次募集）（実施する場合）

小論文

６ 入学願書受付期間

� 総合農学科

ア 推薦入学試験

令和３年９月８日（水）から９月２２日（水）まで

イ 一般入学試験（１次募集）

令和３年１２月６日（月）から１２月２０日（月）まで

ウ 一般入学試験（２次募集）（実施する場合）

令和４年２月３日（木）から２月１７日（木）まで

� アグリビジネス科

ア 入学試験（１次募集）

令和３年６月２５日（金）から８月３１日（火）まで

イ 入学試験（２次募集）（実施する場合）

令和３年１０月２５日（月）から１１月３０日（火）まで

� 郵送による場合は、総合農学科及びアグリビジネス科とも当

該受付期間の締切日までの消印があるものは、受け付ける。

７ 受験手続

入学願書に次に掲げる書類等を添えて愛媛県立農業大学校長に

提出すること。

� 総合農学科への入学を希望する者にあっては最終学校の調査

書又は卒業証明書及び成績証明書、アグリビジネス科への入学

を希望する者にあっては最終学校の卒業証明書若しくは卒業見

込証明書又は修了証明書若しくは修了見込証明書及び成績証明

書

� 総合農学科への推薦入学を希望する者にあっては、出身高等

学校又は出身中等教育学校の長の推薦書

� 入学選考料として２，２００円の愛媛県収入証紙

８ その他入学試験の詳細については、愛媛県立農業大学校に問い

合わせること。

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和３年６月２５日

愛媛県立松山工業高等学校長 西 岡 誠

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県立松山工業高等学校マシニングセンタ設備の製造

� 製造物品名及び数量

マシニングセンタ設備の製造 一式

� 製造物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

令和４年３月１８日（金）

� 納入場所

愛媛県立松山工業高等学校第５教棟１階機械加工実習室

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円

未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとす

る。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地

方消費税に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、

見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記

載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度から令和４年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中でない者であること。

� 納入期限までに適正かつ確実に納入できる体制が整備されて

いることを証明した者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県立松山工業高等学校事務室

〒７９０―００２１ 愛媛県松山市真砂町１番地

電話番号 ０８９―９３１―８１９５

� 入札書の受領期限

令和３年８月５日（木）午前８時１５分から８月６日（金）午

後４時４５分まで

� 入札説明書の交付方法

令和３年６月２５日（金）から８月４日（水）までの執務時間

中（月曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律（昭和２３

年法律第１７８号）に規定する休日（令和３年東京オリンピック

競技大会・東京パラリンピック競技大会特別措置法（平成２７年
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法律第３３号）第３２条第２項の規定により読み替えられた祝日を

含む。）を除く。）の午前８時１５分から午後４時４５分までをい

う。）に�に掲げる場所で交付するほか、愛媛県立松山工業高
等学校ホームページにおいて公表する。

� 開札の日時及び場所

令和３年８月１０日（火）午前１０時００分

愛媛県立松山工業高等学校小会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示す業

務を提供できることを証明する書類等を、入札説明書等に基づ

き次の期限までに提出しなければならない。

なお、発注者から当該書類の内容に関し説明を求められた場

合は、これに応じなければならない。

ア 提出期限：令和３年７月２９日（木）午後４時４５分

イ 提出場所：３の�に掲げる場所
ウ 提出方法：持参又は郵送（配送証明付き郵便に限る。）

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を履行できると学校長が判断した入札

者であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成さ

れた予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を

行ったものを落札者とする。

� その他

ア 契約保証金

愛媛県会計規則第１５２条から第１５４条までの規定による。

イ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be manufactured：

Machining center，１

� Time limit of tender：４：４５ p．m．，６ August２０２１

� For further information，please contact： Matsuyama

technical high school，１，Masagocho，Matsuyamashi，

Ehime，７９０―００２１ Japan

Tel０８９―９３１―８１９５

�愛媛県公営企業告示第１２号
次のとおり落札者を決定した。

令和３年６月２５日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

薬剤関係機器 １式
（県立新居浜病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

令和３年５月２８日
株式会社アスティス
愛媛県松山市高野町甲
１番地１

６５，１４２，０００円 一般競争入札 令和３年４月９日

令和３年６月２５日 発行


